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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 北 川 　 祐 治
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役 経 営 管 理 統 括

氏 名 安 藤 　 攻 Ｔ Ｅ Ｌ (     )0847 45－4560
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 18年  5月 19日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
配 当 支 払 開 始 予 定 日 平 成 18年  6月 30日 定 時 株 主 総 会 開 催 日 平 成 18年  6月 29日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元 1,000株）

1. 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期       40,593    12.1       2,631    93.3       2,778    92.3

17年 3月期       36,216    21.9       1,361   149.2       1,445   151.6

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
18年 3月期        1,954    86.4         22.39         21.99    10.4     6.2     6.8

17年 3月期        1,048    32.4         12.01         12.00     6.5     3.8     4.0

(注 )1.期中平均株式数 18年 3月期     84,841,007株 17年 3月期     84,406,115株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
18年 3月期           5.00          0.00          5.00         454    22.3     2.2

17年 3月期           2.50          0.00          2.50         211    20.8     1.3

(注 )18年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期       49,657      20,966     42.2         230.89

17年 3月期       39,404      16,722     42.4         198.10

(注 )1.期末発行済株式数 18年 3月期     90,809,486株 17年 3月期     84,413,961株
2.期末自己株式数 18年 3月期        355,713株        286,039株17年 3月期

2. 19年 3月期の業績予想 （平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       21,000       1,300         800          0.00－ －

通 期       43,000       3,000       1,700－           5.00          5.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          18円 72銭

※ 上 記 の 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。 上 記 の 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情
　 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 結 果 と
　 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 の ６ ～ ７ ペ ー ジ を 参 照 し て く だ さ い 。
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貸借対照表 
 

前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度 
（平成18年3月31日） 

            期別 
 

科目 金額(百万円) 
構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

増減金額 
(百万円) 

（資産の部）      
Ⅰ 流動資産 26,293 66.7 33,951 68.4 7,658 
１ 現金及び預金 5,053  9,689    4,635 
２ 受取手形 7,292  7,629  336 
３ 売掛金 8,574  9,408  833 
４ 有価証券 169  －  △169 
５ 製品 2,394  2,615  220 
６ 原材料 707  969  262 
７ 仕掛品 1,820  3,282  1,461 
８ 貯蔵品 63  57  △5 
９ 前払費用 16  34  18 
10 繰延税金資産 205  259  53 
11 その他 24  44  19 
貸倒引当金 △30  △39  △9 

Ⅱ 固定資産 13,111 33.3 15,705 31.6 2,594 
１ 有形固定資産 8,298  9,610  1,312 
(1) 建物 1,929  1,959  29 
(2) リース営業用建物 614  461  △152 
(3) 構築物 136  138  2 
(4) 機械及び装置 3,441  3,873  432 
(5) 車両運搬具 53  51  △2 
(6) 工具器具及び備品 212  235  22 
(7) 土地 1,708  2,051  343 
(8) 建設仮勘定 201  838  637 
２ 無形固定資産 239  357  118 
(1) 借地権 137  271  134 
(2) ソフトウェア 84  65  △19 
(3) その他 17  20  3 
３ 投資その他の資産 4,574  5,737  1,163 
(1) 投資有価証券 1,145  1,692  547 
(2) 関係会社株式 2,145  3,305  1,159 
(3) 出資金 102  102  △0 
(4) 長期貸付金 637  148  △489 
(5) 従業員長期貸付金 48  46  △1 
(6) 関係会社長期貸付金 939  470  △469 
(7) 長期滞留債権 32  93  61 
(8) 長期前払費用 2  3  0 
(9) 繰延税金資産 439  321  △117 
(10) その他 225  218  △7 
貸倒引当金 △1,145  △664  481 
資産合計 39,404 100.0 49,657 100.0 10,252 
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前事業年度 
（平成17年3月31日） 

当事業年度 
（平成18年3月31日） 

            期別 
 

科目 金額(百万円) 
構成比 
(％) 
金額(百万円) 

構成比 
(％) 

増減金額 
(百万円) 

（負債の部）    
Ⅰ 流動負債 13,004 33.0 19,576 39.4 6,571 
１ 支払手形 5,965  7,024  1,059 
２ 買掛金 2,549  3,214  665 
３ 短期借入金 1,200  4,350  3,150 
４ １年以内に返済予定の長期借入金 1,000  1,900  900 
５ 未払金 527  676  149 
６ 未払法人税等 286  363  76 
７ 未払消費税等 98  5  △92 
８ 未払費用 240  272  31 
９ 前受金 549  547  △2 
10 預り金 88  102  13 
11 前受収益 3  0  △2 
12 賞与引当金 316  436  119 
13 設備建設支払手形 178  681  502 
Ⅱ 固定負債 9,677 24.6 9,114 18.4 △563 
１ 新株予約権付社債 －  1,800  1,800 
２ 長期借入金 6,100  5,000  △1,100 
３ 退職給付引当金 1,673  1,906  233 
４ 役員退職慰労引当金 402  378  △23 
５ 債務保証損失引当金 1,483  10  △1,472 
６ その他 18  18  0 
負債合計 22,682 57.6 28,690 57.8 6,008 
      

（資本の部）      
Ⅰ 資本金 6,640 16.8 7,740 15.6 1,100 
Ⅱ 資本剰余金 3,086 7.8 4,186 8.4 1,100 
１ 資本準備金 3,080  4,180  1,100 
２ その他資本剰余金 5  5  － 
   自己株式処分差益 5  5  － 
Ⅲ 利益剰余金 6,693 17.0 8,401 16.9 1,708 
１ 利益準備金 997  997  － 
２ 任意積立金 3,924  3,922  △2 
(1) 圧縮記帳積立金 224  222  △2 
(2) 別途積立金 3,700  3,700  － 
３ 当期未処分利益 1,770  3,482  1,711 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 345 0.9 700 1.4 354 
Ⅴ 自己株式 △42 △0.1 △61 △0.1 △19 

資本合計 16,722 42.4 20,966 42.2 4,244 
負債資本合計 39,404 100.0 49,657 100.0 10,252 
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損益計算書 
 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日) 

             期別 
 
 

科目 金額(百万円) 
百分比 
(％) 
金額(百万円) 

百分比 
(％) 

増減金額 
(百万円) 

Ⅰ 売上高 36,216 100.0 40,593 100.0 4,377 
Ⅱ 売上原価 30,368 83.9 33,032 81.4 2,663 
売上総利益 5,848 16.1 7,561 18.6 1,713 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,486 12.3 4,929 12.1 443 
営業利益 1,361 3.8 2,631 6.5 1,270 

Ⅳ 営業外収益 234 0.6 352 0.8 117 
１ 受取利息及び配当金 65  75  9 
２ 不動産賃貸料 55  72  17 
３ 為替差益 19  104  84 
４ その他 94  100  5 
Ⅴ 営業外費用 151 0.4 205 0.5 54 
１ 支払利息 125  158  33 
２ 売上割引 25  26  0 
３ その他 0  21  20 
経常利益 1,445 4.0 2,778 6.8 1,333 

Ⅵ 特別利益 448 1.2 4 0.0 △443 
１ 投資有価証券売却益 －  4  4 
２ 貸倒引当金戻入益 45  －  △45 
３ 債務保証損失引当金戻入益 403  －  △403 
Ⅶ 特別損失 776 2.1 550 1.3 △225 
１ 固定資産売却損 40  －  △40 
２ 固定資産除却損 153  97  △55 
３ 減損損失 193  －  △193 
４ 関係会社等整理損 －  452  452 
５ 貸倒引当金繰入損 389  －  △389 
税引前当期純利益 1,117 3.1 2,233 5.5 1,115 
法人税、住民税及び事業税 239 0.7 454 1.1 215 
法人税等調整額 △170 △0.5 △175 △0.4 △5 

当期純利益 1,048 2.9 1,954 4.8 906 
前期繰越利益 721  1,527  805 
当期未処分利益 1,770  3,482  1,711 
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利益処分案 

 

 

期別 

 

科目 

前事業年度 

（平成17年 3月期） 

(百万円) 

当事業年度 

（平成18年 3月期） 

(百万円) 

増減金額 
(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 1,770 3,482 1,711 

Ⅱ 任意積立金取崩額 2 2 0 

  圧縮記帳積立金取崩額 2 2 0 

 合計 1,773 3,484 1,711 

Ⅲ 利益処分額    

１ 配当金 211 

１株当たり 
普通配当  2円 50銭 

454 

１株当たり 
普通配当  5円 00銭 

243 

 ２ 役員賞与金 

  （うち監査役賞与金） 

35 

( 3) 

55 

( 5) 

20 

( 2) 

Ⅳ 次期繰越利益 1,527 2,975 1,448 

（注）圧縮記帳積立金取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 
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重要な会計方針 
 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

       時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

       時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品 産業機械部門及び工作機器部門 総平均法による原価法 

 素形材部門  売価還元法による原価法 

(2) 原材料 総平均法による原価法 

(3) 仕掛品 総平均法による原価法 

(4) 貯蔵品 個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        3～50年 

リース営業用建物    7年 

機械及び装置    3～17年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に

基づき計上しております。 

会計基準変更時差異は、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分した額を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。 
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(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

(5) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失負担に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、損失負担見

込額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップに

ついて特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段   ヘッジ対象 

     為替予約    外貨建債権債務 

     金利スワップ  借入金 

(3) ヘッジ方針 

     外貨建債権債務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の

金利変動リスクを軽減する目的で金利スワップ取引を行っております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件は同一であり、かつヘッジ開

始以降も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定

できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注  記 
 

（貸借対照表関係） 

 
 前事業年度 当事業年度 
   
１．有形固定資産の減価償却累計額 20,421 百万円 20,956 百万円 

   
２．担保に供している資産   

有形固定資産 3,111 百万円 2,918 百万円 
   

３．株式の状況     
授権株式数 普通株式 308,000 千株 308,000 千株 
発行済株式総数 普通株式 84,700 千株 91,165 千株 

     
４．自己株式 普通株式 286 千株  355 千株  
   
５．保証債務 551 百万円   381 百万円 
   

６．商法施行規則第124条第3号に規定する配当制限額   
資産の時価評価により増加した純資産額 345 百万円 700 百万円 
   

 

（損益計算書関係） 

 
 前事業年度 当事業年度 
減価償却実施額   
    有形固定資産 1,082 百万円 1,110 百万円 
    無形固定資産 33 百万円 33 百万円 
   

 

（リース取引関係） 

 

  有価証券報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 

前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

はありません。 
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（税効果会計関係） 

 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
 当事業年度 
繰延税金資産  
減損損失 78 百万円 
投資有価証券 365 百万円 
貸倒引当金 257 百万円 
賞与引当金 176 百万円 
退職給付引当金 770 百万円 
役員退職慰労引当金 153 百万円 
その他        121 百万円 
繰延税金資産小計 1,922 百万円 
評価性引当額      △714 百万円 
繰延税金資産合計 1,208 百万円 
繰延税金負債  
固定資産圧縮積立金 △152 百万円 
その他有価証券評価差額金      △475 百万円 
繰延税金負債合計      △627 百万円 
繰延税金資産の純額       580 百万円 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該

差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
  当事業年度 
  

法定実効税率  40.4 ％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7 ％ 

住民税均等割等 1.0 ％ 

評価性引当額の増減 △34.6 ％ 

その他       4.0 ％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.5 ％ 
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役員の異動 

 

 

 

１．代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

 

２．その他の役員の異動 

  該当事項はありません。 

 


